
１．ふじみ野市将来構想 from 2018 to 2030 における位置づけ

２．施策指標と達成状況 ※網掛けの指標は前期重点プロジェクトに該当する指標です。

成果

指標
２

成果

指標
３

活動

指標
４

施策目標の実現
に向けた取組

（１）保健対策の推進
〇医師会、歯科医師会等との連携・協力体制を強化し、乳幼児健康診査、がん検診、特定健康診査などの受診率向
上と生活習慣病予防対策を推進します。
〇関係機関との連携の下、母子保健対策や食育の推進、歯科口腔保健対策等の体制整備・充実を図り、ライフス
テージに応じた取組を推進します。
〇感染症を予防するための予防接種を充実するとともに、新種の感染症の予防と蔓延を防止するため、市民への適
切な情報提供を行います。
（２）地域医療体制の充実
〇医師会、歯科医師会等と連携し、地域医療体制や初期救急医療体制の整備・充実を図ります。

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

実績値 100.00 100.00 100.00 100.00

指標
５

施
　
策
　
目
　
標

指標名 4か月児健康診査未受診者実態把握率

説明
指標
１

4か月児健康診査未受診者の把握は、児の健康状態や養育環境の確認、育児不安や虐待予防等の養育上の問題を早
期に発見する機会として大変重要である。100％を目指して取り組んだ結果、目標値を達成できた。

単位 ％

年度 平成30年度 令和元年度

令和4年度　施策評価シート

施策
体系

分　野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施　策 14　保健・医療体制　－生涯にわたる保健活動の充実と地域医療体制の充実を目指します－

関　連　課
保険・年金課、子育て支援課、高齢福祉課

目　　標

市民一人ひとりがいつまでも元気で健やかに暮らし続けるために、各ライフステージに応じた保健活動の充実を図
ります。また、医療機関と連携を図り、市民が必要とする保健・医療サービスが受けられるよう、地域の医療体制
の充実を図ります。

主　管　課 こども・元気健康部　保健センター
評価責任者 皆川　恒晴

評価日 令和5年6月1日

重点プロジェクト
元気・健康づくりプロジェクト

子育てするならふじみ野市プロジェクト

100.00

指標名 がん検診受診率(平均受診率)

説明
各種がん検診（肺・大腸・子宮頸・胃・乳）の平均受診率。対象年齢人口から就業者数を除いた人口を対象者数と
している。検診受診者数の伸びが少なく、平均受診率は増加したものの目標値は達成しなかった。

単位 ％

年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

23.00 23.50 24.00 24.50

指標名 成人歯科健診・妊婦歯科健診受診者数

説明
成人歯科健診対象者の中で無料健診対象者の40歳・60歳にクーポンを発送。妊婦歯科健診対象者へ健診案内を配
布。妊婦歯科健診は受診者が増加したが、成人歯科健診の受診者は減少したため、目標値を下回った。

単位 人

25.00

実績値 23.53 22.72 21.30 20.24 20.30

目標値 22.50

説明

単位

年度 平成30年度 令和元年度

実績値

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値

令和4年度 令和5年度

目標値 400 420 440 460 480

指標名

年度 平成30年度 令和元年度

500

実績値 451 456 414 407 438

令和2年度 令和3年度

実績値

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値

指標名

説明

単位

年度 平成30年度 令和元年度



３．施策への投入コスト （単位：千円）

４．評価対象年度の施策実施内容 ※網掛けの指標は前期重点プロジェクトに該当する取組です。

５．評価

本施策展開については、医師会及び歯科医師会との『強力な連携』無くしては成り立たない。各種がん検診や乳幼
児健康診査等、様々な事業実施において、本市との良好な関係構築が図られていることから、継続的にスムーズな
事業運営が展開できている状況である。保健センターでは、各ライフステージに応じた取組みを充実させるため、
前例踏襲的な態勢ではなく、常に市民にとって有効且つ成果が期待できる事業展開を模索しており、令和2年度に
は県下初となる緑内障検診を導入した。令和4年度の受診率は、22.0％と昨年度（21.1％）と同水準の実績となっ
た。各種がん検診についてはコロナ禍の中で苦労した1年間であり、対象とする年齢に受診勧奨に努めたが、受診
率の低下に至ってしまった。平時における施策推進とは異なることから、現状を受け止めるしかないと考える。ま
た、令和4年度からは、産後間もない母親の心身の不調や産後うつを早期に発見し、適切な支援につなげることを
目的として産婦健康診査の一部費用助成を開始した。これにより、支援が必要な方を早期に把握し、医療機関と連
携を図りながら適切な支援を行った。令和3年度より実施の「多胎産婦サポーター事業」においては、8件の多胎児
家庭へサポーターを派遣し、育児負担の軽減を図った。新型コロナウイルスワクチン接種も含め、本施策はコロナ
禍において大変重要な施策であり、本市医師会並びに歯科医師会との緊密な連携体制を強固なものとしている本市
においては、この体制を継続確保していきたいと考える。

指標の達成状況

おおむね順調

行政資源の活用

適切

取組の有効性

有効

施策の効果

大きな効果が得られ
ている

評価

収
入

特定財源 23,475 25,761 199,572 418,307

92,170 98,435 125,343 129,644

支
出

事務事業費 441,422 455,392 604,397 1,270,435

人件費 137,011

21,814 27,154

一般財源 510,117 528,066 530,168 981,772 1,020,071 745,001

129,127

令和5年度

904,874 643,028

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

実施内容 実施実績と効果 主な事務事業

取
組
①

保健予防対策の推
進

医師会・歯科医師会との連携・協力のも
と、各種がん検診（肺、大腸、子宮頸、
乳、胃）、乳幼児健康診査（4か月児、1
歳6か月児、3歳児）を実施し、受診率の
向上対策に取組んだ。また、令和２年度
からは緑内障検診を実施した。

がん検診は、コロナ禍の受診控えの影響
もあり受診率が停滞した。緑内障検診
は、対象者3,352人に受診券を発送し、
739人が受診した。乳幼児健診は、感染
症対策として、受付時間を区切り密を避
ける対策等により、安心して受診できる
よう工夫し、受診率を維持した。

乳幼児健康診査事業
各種がん検診事業
成人保健事業

取
組
②

母子保健対策や歯
科口腔保健の推進

妊娠届出の受理や母子健康手帳の交付、
新生児訪問等の際に産後における母親の
うつ状態の把握にも努め、母子保健対策
の充実を図った。また、歯科医師会との
連携・協力のもと、歯科口腔保健を推進
するため、成人歯科健診や妊婦歯科健診
を実施した。

母子健康手帳を交付する際は、保健師・
助産師が必ず面接をしたうえで交付し
た。成人歯科健診283人、妊婦歯科健診
155人の合計438人が受診した。妊婦歯科
健診については、令和3年度に比べて17
人受診者数が減少したが、成人歯科健診
については48人増加した。

母子保健包括支援事業
母性・乳幼児訪問指導事業
歯科口腔保健推進事業

取
組
③

感染症対策の推進

感染症予防のため、乳幼児や子どもに向
けては13種類、高齢者(65歳以上)へは、
2種類(インフルエンザ、肺炎球菌)の定
期予防接種を実施。また、新型コロナウ
イルス感染拡大に伴い、市民に対して市
報や市ＨＰ等で周知を図り、市内公共施
設へ手指消毒液を配置した。

各種予防接種についてはコロナの影響に
よる接種控えも特に見られず例年並みの
接種率となった。高齢者インフルエンザ
予防接種については、新型コロナウイル
スの流行期において、感染予防に対する
意識変化が見られ、コロナ流行前と比較
し、高い接種率となった。

予防接種事業（Ａ類疾病）
予防接種事業（Ｂ類疾病）
感染症対策事業

取
組
④

地域医療体制の充
実

医師会、歯科医師会と連携し、地域医療
体制や初期救急医療体制の整備・充実を
図った。また、新型コロナウイルスワク
チン接種体制においても協力し、接種を
希望する市民への接種を迅速に行えるよ
う努めた。

第二次救急医療病院群輪番制や第二次小
児救急医療支援事業の実施。また、市内
43医療機関と連携を図り、新型コロナウ
イルスワクチンの個別接種を実施。市集
団接種会場へも医師及び看護師の派遣を
依頼するなど、ワクチン接種体制を推し
進めることができた。

救急・地域医療支援事業
感染症対策事業

取
組
⑤



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源

市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

8,894

8,743 7,965 8,743

000

000

人件費計

0 0 0

1,099 817 1,470

27,804 8,020

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

元気・健康づくりプロジェクト

事務事業の
概要

・保健センターの維持管理及び運営に関する事務
・骨髄移植ドナー助成金の交付
・健康管理システムの保守管理
・市内公共施設等に設置してあるＡＥＤの維持・管理
　市内公共施設等の設置してあるＡＥＤが、緊急時に常に使用できるように維持管理を行っている。ま
た、ＡＥＤを設置する施設等に従事する人を対象に、普通救命講習会を実施。

令和4年度事務事業評価シート

事務事業名 保健センター管理運営事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施策 14　保健・医療体制　－生涯にわたる保健活動の充実と地域医療体制の充実を目指します－

事務事業期間 平成20年度～ 評価日 令和5年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

地域保健法、ふじみ野市保健センター条例
ふじみ野市骨髄移植ドナー助成金交付要綱

予算費目 一般会計　04衛生費　01保健衛生費　01保健衛生総務費

所管部課 こども・元気健康部　保健センター 評価責任者 三原　加奈

0

0.00

0.00

令和4年度の
主な取組

・市内公共施設等のＡＥＤ設置施設の従事者を対象に、新型コロナウイルス感染症対策を講じたうえで
普通救命講習Ⅰを実施した。
【令和4年11月から12月に計4回実施。参加人数：57人】

【支出】

8,743 7,965 8,743

令和3年度 実績 令和4年度 実績 令和5年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

・保健センター施設の維持管理。
・各種事業実施のため、健康管理システムの整備を行う。
・骨髄等の移植を推進するため、骨髄移植ドナー助成金を交付する。
・市内公共施設等への来庁者が心肺停止状態になったときの救命のため、ＡＥＤを適正に管理する。

事務事業の
経緯

【平成20年度】上福岡保健センターに事務の拠点を置き、各種事業は上福岡保健センターと大井保健セ
ンターの2ケ所で実施。【平成25年8月】保健センター分室（大井総合支所2階）開設により、大井保健セ
ンターを廃止。保健センター分室において保健事業を開始。令和元年度よりＡＥＤ普及・啓発事業が保
健センター管理運営事業に統合された。

人
件
費

0 0 0

0

11,416

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

3,169 2,921 2,590

支出合計 48,936 28,381 33,491

212 71 378

0 0 0

7,909 8,587

81 258 0

県支出金 134 64 204

その他 0 0 3,595

48,721 28,059 29,692

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

426 246 257

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

1.10

0.00

0.00

1.00

0.00

0.00

1.10



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

活動

指標

３

中長期的方向性

継続

理由

保健センターは、地域保健法に基づく設置された市民の健康づくりを担う市の中心的な施設であり、保
健事業の円滑な運営・実施のために今後も適切な管理運営を継続していく必要がある。その中でも、特
に健康管理システムにおいては、乳幼児から高齢者までの幅広い年代層に対しての、健康づくりへの支
援に必要かつ有効なため、今後も健(検)診等のデータを活用し、市民の健康づくりへの支援に活用して
いく。また、システム標準化に対応し行政運営の効率化を進めていく。

年度 令和3年度 令和4年度

説明

指標

１

98

令和4年度 令和5年度

指標名 健康管理システムのデータ取り込み率

単位 ％

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100

各種検診、予防接種、乳幼児健診等のデータ取り込み率を活動指標とする。

令和5年度

目標値

指標名

単位

実績値

説明

98

説明

98

事務事業の
実施内容・効果

○保健センター管理運営事業において、賃金・出張費・公用車関連費（車検、燃料費等）・郵送料・電
話料・印刷料・負担金などの経費の支払いを行う。
○健康管理システム保守管理業務
妊娠期・乳幼児期から高齢期に至るまで生涯の健康情報を蓄積する健康管理システムを保健事業や各種
検診、個別支援等で活用した。
（情報連携ツール・母子保健システム・予防接種システム・住民健診システム・特定健診システム）
○骨髄移植ドナー助成費補助金
平成26年度から、日本骨髄バンクが実施する骨髄事業において骨髄・未梢血幹細胞を提供した者に対
し、１回の骨髄等の提供につき14万円(1日20,000円×7日間)を限度とし、骨髄移植ドナー助成金を補助
するものである。（県が支出額の1/2を上限に補助）【令和4年度実績：0件】
○健康カレンダーの発行：62,500部【令和4年度実績】
〇ＡＥＤ設置台数：令和5年3月現在、76箇所95台設置。その他3台庁内貸出用として保健センター管理
（うち1台は、大井中央公民館工事終了後に設置予定）。
〇ＡＥＤ使用実績：令和4年度0件
〇普通救命講習会実績：入間東部地区事務組合に依頼し、普通救命講習Ⅰを実施。講師は、入間東部地
区事務組合消防本部の救命救急士に依頼。対象者は、ＡＥＤを設置する市内公共施設等の従事者。
令和4年11月17日、22日、12月8日、9日の4日間開催（いずれも半日）【受講者数：57人】
〇献血実績：実施回数39回、実施人数1,339人

指標名 市内公共施設等のＡＥＤの維持管理

単位 台

年度 令和3年度

継続

来年度の方向性

市内公共施設等に設置しているＡＥＤの設置台数を活動指標とする。（小学校・中学校は保健室、体育
館に各1台設置）

目標値 98 98

実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源

市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

216

16,691 23,895 22,414

1,2731,2731,277

000

人件費計

0 0 0

889 946 910

1,686 1,687

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

元気・健康づくりプロジェクト

事務事業の
概要

4か月児健診、10か月児相談、1歳6か月児健診、3歳児健診をそれぞれ年24回（保健センターと保健セン
ター分室（大井総合支所2F）で各会場月1回）実施している。

令和4年度事務事業評価シート

事務事業名 乳幼児健康診査事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施策 14　保健・医療体制　－生涯にわたる保健活動の充実と地域医療体制の充実を目指します－

事務事業期間 平成17年度～ 評価日 令和5年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

母子保健法、発達障害者支援法、乳幼児健康診査事業実施要綱、1歳6か月児健康診査事業実施要綱、3歳
児健康診査事業実施要綱、ふじみ野元気・健康プラン

予算費目 一般会計　04衛生費　01保健衛生費　02予防費

所管部課 こども・元気健康部　保健センター 評価責任者 三原　加奈

0

0.56

0.00

令和4年度の
主な取組

新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を講じたうえで、乳幼児健康診査を滞りなく実施した。乳幼
児健診等を受診できていない乳幼児（未受診児）に対しては、受診勧奨通知や電話、家庭訪問や他機関
（子育て支援課や保育課、医療機関等）へ照会等を行い、虐待予防の観点からも早期の実態把握に努め
ている。

【支出】

17,968 25,168 23,687

令和3年度 実績 令和4年度 実績 令和5年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

乳幼児の疾病やその他の異常、発育不良や発達の遅れ等を早期発見、適切な支援に結び付けることで、
心身ともに健康な状態を維持すること。また、虐待予防や親が何らかの健康問題を有する場合の育児支
援、及び育児不安の解消を目的とする。

事務事業の
経緯

母子保健法に基づき、4か月児健診、10か月児相談、1歳6か月児健診、3歳児健診を実施している。なお
10か月児相談は小児科医師の確保が困難となり、平成22年度から内科診察を除いた「相談事業」として
実施している。

人
件
費

1,053 1,059 1,955

0

91

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

17,024 18,315 19,069

支出合計 37,529 46,086 44,655

0 0 0

0 0 0

186 184

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 39 70 77

37,490 46,016 44,578

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

328 403 386

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト
子育てするならふじみ野市プロジェクト

2.82

0.59

0.00

3.00

0.59

0.00

2.10



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

活動

指標

３

成果

中長期的方向性

継続

理由

乳幼児健康診査は、対象児の健やかな発育・発達を把握するだけに留まらず、ポピュレーションアプ
ローチとして適切な育児がなされるよう保健指導を実施する重要な機会で、育児環境上の課題や育児不
安を抱える養育者に対して、妊娠期から継続した切れ目のない支援の一環である。
この業務に携わる保健師等は育児環境の適切な把握に努めるとともに、養育者の悩みや不安に寄り添
い、適切な相談につなげることが虐待予防の面においても重要であることから今後も継続とする。

％

年度 令和3年度 令和4年度

説明

指標

１

98.40

令和4年度 令和5年度

指標名 各健診（相談）の実施回数

単位 回

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 96 96 96

実績値 96 96

計画している年間の健診・相談（4か月児、10か月児、1歳6か月児、3歳児）の回数を活動指標とする。
（各健診・相談　各健診月1回×2会場×4健診×12か月=96回）

令和5年度

目標値 100 100 100

指標名 4か月児健診未受診者実態把握率

単位

実績値 100 100

説明

99.50

説明

98.20

事務事業の
実施内容・効果

【実施内容】乳幼児の疾病やその他の異常、発育発達の遅れ等を早期発見することで、適切な医療へと
つなげた。また、虐待予防の観点も含め、主たる養育者への育児不安に対する支援や適切な養育環境を
整えるための支援を実施した。
【実施方法】医師会、歯科医師会の協力のもと集団健診として実施。その他、保健師、助産師、看護
師、管理栄養士、歯科衛生士、臨床心理士、家庭児童相談員、視能訓練士など多職種の協力を得てい
る。
【周知方法】郵送での通知。
【効果】受診勧奨の強化を図った結果、未受診児把握率は現在も高い数値が期待される。

令和4年度　乳幼児健康診査受診率
4か月児健診　　　99.5%　(前年度 98.4％)
1歳6か月児健診　 97.5%　(前年度 98.8％)
3歳児健診　　　　98.8%　(前年度 97.8％)
10か月児相談　 　98.4%　(前年度 97.9％)

令和4年度　乳幼児健診未受診者把握率
4か月児健診　　　100%（前年度 100%）
1歳6か月児健診　 100% (前年度 100%）
3歳児健診　　　　100% (前年度 100%）
10か月児相談　 　100%（前年度 100%）

※産休代替等に係る会計年度任用職員の人件費として別途予算管理する2,571千円が加算される。

指標名 4か月児健診の受診率

単位 ％

年度 令和3年度

継続

来年度の方向性

乳児期の虐待予防の重要性から対象児及び養育者支援のため、4か月児健診の受診率を活動指標とする。

将来構想に掲げられている指標。乳児期の虐待予防の重要性から4か月児健診未受診者の全数把握を目指
し、実態把握率を成果指標とする。

目標値 98.20 98.20

実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源

市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

0

12,717 11,948 12,717

6,4845,3906,352

000

人件費計

0 0 0

210 206 517

0 0

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

元気・健康づくりプロジェクト

事務事業の
概要

①新生児訪問事業・乳児家庭全戸訪問事業
出生後から4か月未満の乳児、産婦宅を保健師、助産師等の専門職が訪問し子育て支援情報の提供や
育児相談等を行い、母親の育児不安の軽減を行う。また、環境調整の必要な家庭には早期に必要な支援
を受けられるよう他機関と連携を取りながら支援をしていく。
②未受診者訪問
乳幼児健診の未受診者に対して健診の受診勧奨を行うための訪問を実施。虐待予防も兼ねる。
③その他　ハイリスクケース（妊婦、産婦、乳幼児）の訪問、沐浴指導訪問等

令和4年度事務事業評価シート

事務事業名 母性・乳幼児訪問指導事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施策 14　保健・医療体制　－生涯にわたる保健活動の充実と地域医療体制の充実を目指します－

事務事業期間 平成17年度～ 評価日 令和5年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

母子保健法、児童福祉法、ふじみ野市新生児及び妊産婦訪問指導要綱

予算費目 一般会計　04衛生費　01保健衛生費　02予防費

所管部課 こども・元気健康部　保健センター 評価責任者 三原　加奈

0

1.60

0.00

令和4年度の
主な取組

新型コロナウイルス感染症の拡大予防のため、家庭訪問の代替え方法として電話での聞き取りや電話で
の育児相談を積極的に実施した。
また、家庭訪問の実施方法の見直しや玄関先での短時間訪問など地域の感染状況に応じて工夫をした。

【支出】

19,069 17,338 19,201

令和3年度 実績 令和4年度 実績 令和5年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

家庭訪問により、乳幼児・養育者・妊婦の健康状態を把握し、必要な保健指導を行うことで健康増進を
図る。また、虐待予防や育児不安など養育上の問題を早期発見する機会として、子どもの心身の健やか
な発達の促進と養育者の育児不安の軽減を図る。

事務事業の
経緯

新生児訪問指導・妊産婦訪問指導は平成17年度以前から行われており、未熟児訪問指導は、平成20年度
から県より移譲され母子保健法に基づく新生児・乳児訪問に追加された。また、平成22年11月から新た
に児童福祉法に基づく「乳児家庭全戸訪問事業」を立ち上げ、虐待予防を踏まえた訪問指導を開始し
た。

人
件
費

4,381 3,840 4,651

0

0

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

3,357 3,075 4,824

支出合計 20,665 19,069 22,744

0 0 35

0 0 0

0 0

1,752 1,682 1,885

県支出金 1,752 1,682 2,540

その他 16 18 28

17,145 15,687 18,291

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

150 137 158

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト
子育てするならふじみ野市プロジェクト

1.60

1.39

0.00

1.50

1.60

0.00

1.60



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

活動

指標

３

中長期的方向性

継続

理由

生後4か月までの訪問実施率は100％である。育児支援の充実及び虐待予防の観点から、保健師・助産師
等の専門職が早期介入することで適切な支援につなげることができるため、今後も訪問実施率100％を目
指し、事業を展開していく。

年度 令和3年度 令和4年度

説明

指標

１

100

令和4年度 令和5年度

指標名 乳児家庭全戸訪問事業での訪問実施率

単位 ％

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 100.00 100.00 100.00

実績値 99.50 100.00

出生児全数把握を目指し、訪問実施率を活動指標とする。（保健センターと大井子育て支援センターで
実施）

令和5年度

目標値

指標名

単位

実績値

説明

100

説明

100

事務事業の
実施内容・効果

①新生児訪問事業・乳児家庭全戸訪問事業
　訪問対象者数　631人
　訪問実施者数　631人（うち、大井子育て支援センター実施分77人を含む）
　訪問実施率　　100.0％
※対象者は令和4年1月～令和4年12月生まれの児

②未受診者訪問
　4か月児健診　　　訪問 　0件
　10か月児相談　 　訪問　 4件
　1歳6か月児健診　 訪問 　7件
　3歳児健診　　　　訪問 　6件
※健診未受診の場合、虐待を視野に入れ、早期に養育状況の把握や児の安全確認をすることが求められ
ている。健診未受診者への訪問は、受診勧奨という目的に留まらず、養育者の抱える育児不安や児の安
全確認という重要な役割を担っている。訪問した結果、健診へつながったケースもみられる。

③その他の訪問
　訪問実施数　延べ271件
児や養育者が健康上の課題を抱えていたり、育児不安が強いなど細やかな支援が必要な場合には地区担
当の保健師、臨床心理士等が必要に応じて訪問を実施した。保護者に寄り添い、適切な養育についてア
ドバイスを行い、他機関とも連携しながらその家庭に即した支援に努めた。

※産休代替等に係る会計年度任用職員の人件費として別途予算管理する2,715千円が加算される。

指標名 乳児家庭全戸訪問未実施者における把握率

単位 ％

年度 令和3年度

継続

来年度の方向性

出生児全数把握を目指し、訪問未実施者における把握率を活動指標とする。

目標値 100 100

実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源

市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

0

4,769 9,160 4,769

3,8923,2043,835

000

人件費計

0 0 0

894 959 1,907

209,991 222,135

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

事務事業の
概要

予防接種法に基づく、Ａ類疾病に対する予防接種（集団予防に重点）
定期予防接種の種類
・ヒブ　・小児用肺炎球菌　・Ｂ型肝炎　・四種混合　・不活化ポリオ ・ＢＣＧ　・麻しん風しん混合
・麻しん　・風しん　・水痘　・日本脳炎　・二種混合 ・ＨＰＶ（子宮頸がん予防）　・風しんの第5
期
・ロタウイルス感染症

令和4年度事務事業評価シート

事務事業名 予防接種（Ａ類疾病）事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施策 14　保健・医療体制　－生涯にわたる保健活動の充実と地域医療体制の充実を目指します－

事務事業期間 平成17年度～ 評価日 令和5年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

予防接種法、予防接種法施行令、予防接種法施行規則、予防接種実施規則、定期接種実施要領、ふじみ
野市区域外予防接種補助金交付要綱

予算費目 一般会計　04衛生費　01保健衛生費　02予防費

所管部課 こども・元気健康部　保健センター 評価責任者 三原　加奈

0

1.67

0.00

令和4年度の
主な取組

子宮頸がんの予防接種について、積極的な接種勧奨を差し控えていた時期（平成25年度から令和3年度）
に自費で接種された人（平成9年4月2日から平成17年4月1日までに生まれた女子）を対象に、償還払いを
実施する要綱を制定した。
併せて、積極的な接種勧奨を差し控えていた時期に接種機会を逃した人（平成9年4月2日から平成18年4
月1日までに生まれた女子）を対象に、公平な接種機会を確保するため、公費での接種を可能とした
キャッチアップ接種を実施した。

【支出】

8,604 12,364 8,661

令和3年度 実績 令和4年度 実績 令和5年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

感染の恐れのある疾病の発生及び蔓延を予防するために予防接種を行い、公衆衛生の向上及び増進に寄
与する。市町村長は、政令で定める予防接種（定期予防接種）について実施する。

事務事業の
経緯

予防接種法の改正により、平成25年4月1日にヒブ・小児用肺炎球菌・子宮頸がん予防、平成26年10月に
水痘、平成28年10月にB型肝炎が定期接種化された。平成31年2月に成人男性を対象とした風しんの第5期
予防接種が定期接種化された。令和2年10月にロタウイルス感染症が定期接種化された。

人
件
費

3,149 3,182 3,280

0

339,715

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

11,582 7,614 4,735

支出合計 231,888 245,176 361,181

1,503 2,126 6,775

0 0 0

0 0

11,350 7,595 7,106

県支出金 19 236 236

その他 0 0 20

220,519 237,345 353,819

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

1,928 2,080 3,061

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

0.60

1.75

0.00

1.15

1.75

0.00

0.60



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

活動

指標

３

中長期的方向性

継続

理由

・HPVワクチンの積極的勧奨が再開されたことに伴い、標準的な接種期間にあたる新中学1年生になる女
子へ個別通知を発送するほか、積極的な勧奨の差し控えにより接種機会を逃した、平成9年4月2日から平
成19年4月1日までの間に生まれた女子にキャッチアップ制度を適用する。
また、令和5年4月から、従来の2価・4価ワクチンに加え、新たに9価ワクチンが定期予防接種の対象とな
ることから、キャッチアップ接種対象となる平成9年4月2日から新中学1年生になる平成24年4月1日まで
の間に生まれた女子のうち、まだ接種を完了していない人に対し、周知を実施する。
・風しん追加的対策の実施期間が3年間延長されたことに伴い、抗体検査未受検者への無料クーポン券を
発送し、さらなる受験率向上に努めるとともに、継続的な啓発活動を実施していく。

年度 令和3年度 令和4年度

説明

指標

１

100

令和4年度 令和5年度

指標名 各種予防接種の周知

単位 ％

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100

予防接種接種率の向上を目指すため、各種予防接種の対象者（0～19歳の実人数）へ周知できたかを測る
指標。

令和5年度

目標値

指標名

単位

実績値

説明

100

説明

100

事務事業の
実施内容・効果

予防接種法に基づく、Ａ類疾病に対する予防接種の実施
[定期予防接種の種類]
・ヒブ　・小児用肺炎球菌　・Ｂ型肝炎　・四種混合　・不活化ポリオ ・ＢＣＧ　・麻しん風しん混合
・麻しん　・風しん　・水痘　・日本脳炎　・二種混合 ・子宮頸がん予防　・風しんの第5期
・ロタウイルス感染症
下記のとおり啓発を実施し、接種率等の向上に努めた。
　①勧奨通知、チラシ、ポスター等
　　　　　・乳幼児期の各予防接種：乳幼児健診通知にチラシ同封
　　　　　・麻しん風しん混合（2期）：個別通知2回（7月、1月）、就学時健診通知に同封1回（9月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 市内保育所（園）、幼稚園にポスター掲示
　　　　　・日本脳炎（1期）：市内保育所（園）、幼稚園にポスター掲示
　　　　　・日本脳炎（2期）：小学3年生：学校を通じて1回（7月）
　　　　　・日本脳炎（特） ：18歳：個別通知　1回（7月）
　　　　　・二種混合（2期）：小学6年生：個別通知1回（7月）
　　　　　・風しん追加的対策：抗体検査、予防接種無料クーポン券一斉発送
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（抗体検査未受検者：5月）
　　　　　　　　　　　　　　　抗体検査、予防接種無料クーポン券窓口発行（随時）
　　　　　　　　　　　　　　　本庁、フクトピアにポスター等の掲示
　②市報　・夏休みの予防接種計画（7月号）
　　　　　・風しん追加的対策事業（4月号）
　　　　　・HPVワクチンの接種勧奨差控え廃止（4月号）
　　　　　・HPVワクチンの償還払い制度開始（8月号）
　　　　　・子ども予防接種週間（3月号）

指標名 風しん追加的対策事業対象者への勧奨通知の発送

単位 ％

年度 令和3年度

拡充

来年度の方向性

風しん抗体検査受検率、予防接種接種率の向上を目指すため、抗体検査未受検者へ周知できたかを測る
指標。

目標値 100 100

実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源

市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

0

2,782 3,186 2,782

000

000

人件費計

0 0 0

304 205 456

56,654 57,108

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

事務事業の
概要

高齢者インフルエンザ予防接種は平成13年の予防接種法一部改正に伴い、同年度より定期接種として実
施。高齢者肺炎球菌予防接種は感染症対策事業に位置付けられ、平成23年2月から任意予防接種として接
種費用の一部を助成してきた。平成26年10月、予防接種法施行令の一部を改正する政令の施行により、
高齢者の肺炎球菌感染症がB類疾病に追加され、高齢者肺炎球菌予防接種が定期接種に位置付けられた。
平成28年度からは感染症対策事業から移行し、予防接種（Ｂ類疾病）事業として実施している。

令和4年度事務事業評価シート

事務事業名 予防接種（Ｂ類疾病）事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施策 14　保健・医療体制　－生涯にわたる保健活動の充実と地域医療体制の充実を目指します－

事務事業期間 平成17年度～ 評価日 令和5年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

予防接種法、予防接種法施行令、予防接種施行規則、予防接種実施規則、定期接種実施要領、ふじみ野
市区域外予防接種補助金交付要綱、ふじみ野市高齢者インフルエンザ予防接種事業実施要綱等

予算費目 一般会計　04衛生費　01保健衛生費　02予防費

所管部課 こども・元気健康部　保健センター 評価責任者 三原　加奈

0

0.00

0.00

令和4年度の
主な取組

高齢者肺炎球菌予防接種の任意接種者の接種履歴について、昨年度と同様に、乳幼児期から高齢期まで
切れ目のない支援を行うための健康管理システムに取り込み、最新の情報を把握することで適切な接種
勧奨対象者への通知を行い、接種率向上を目指した。また、高齢者インフルエンザ予防接種については
開始時期及び接種者の自己負担も例年通りとして実施した。

【支出】

2,782 3,186 2,782

令和3年度 実績 令和4年度 実績 令和5年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

・個人の発病又はその重症化を防止し、併せてそのまん延の予防を目的とする。（予防接種法第2条第3
項）
・予防接種費用の一部を助成することにより、接種率の向上を図る。

事務事業の
経緯

平成13年度から高齢者インフルエンザは予防接種対象疾患の二類疾病に分類され、市町村でインフルエ
ンザの定期接種が開始された。その後平成25年の予防接種法改正により、疾病の分類名が「二類」から
「Ｂ類」に変更され、平成26年10月、高齢者肺炎球菌感染症が定期予防接種（Ｂ類疾病）に位置付けら
れた。

人
件
費

0 0 0

0

60,463

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

485 486 542

支出合計 60,365 61,171 64,460

140 186 217

0 0 0

0 0

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 0 0

60,365 61,171 64,460

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

528 536 558

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

0.35

0.00

0.00

0.40

0.00

0.00

0.35



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

活動

指標

３

中長期的方向性

継続

理由

予防接種法に基づく定期予防接種（Ｂ類疾病）は、個人の発病と重症化を予防することを目的とするこ
とから、今後もワクチン接種の周知・啓発及び接種率の向上を図っていくことが必要であるため、継続
とする。

年度 令和3年度 令和4年度

説明

指標

１

30.40

令和4年度 令和5年度

指標名 高齢者肺炎球菌ワクチン予防接種の対象者への接種勧奨通知の送付

単位 ％

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100

予防接種対象者への周知と接種率の向上を図るため、高齢者肺炎球菌ワクチン対象者への個別通知発送
率を活動指標とする。（1回目発送：5月末、2回目発送：1月中旬）

令和5年度

目標値

指標名

単位

実績値

説明

19.50

説明

30.00

事務事業の
実施内容・効果

①高齢者インフルエンザについては市報、ホームページでの周知の他に、市役所関係部署、医療機関に
対して、ポスター・チラシを配架し周知を行った。
②高齢者肺炎球菌については市報、ホームページでの周知の他に、対象者に対し5月末に個別勧奨通知を
送付した。その後未接種者に対しては、1月中旬に再勧奨通知を送付した。市役所関係部署、医療機関に
対しては、ポスター、チラシを配架し周知を行った。
③予防接種の接種方法
・2市1町の医療機関（市と東入間医師会との契約）
・埼玉県内医療機関（住所地外契約：市と県医師会との契約）
・それ以外の地域での接種（区域外予防接種補助金制度：事前申請手続き及び償還払い）
④高齢者肺炎球菌予防接種は、対象者の特例期間の第1期（平成26～30年度）が終了し、第2期（令和元
～5年度）に入った。第2期は第1期のワクチン未接種者を対象としている。本人の意思で未接種となって
いる者が対象に含まれているため、第1期より接種率が減少することが想定される。今後も未接種者に対
して、接種に関する正しい情報（対象年齢、接種費用、接種方法、効果や副反応等）を分かりやすく周
知していく必要がある。

指標名 第2期高齢者肺炎球菌ワクチン未接種者の接種率（第2期：令和元～5年度）

単位 ％

年度 令和3年度

継続

来年度の方向性

疾病予防のためには、予防接種人数を増やす必要があることから接種者数（接種率）を活動指標とす
る。
ワクチン接種対象者は第1期（平成26～30年度）未接種者とする。
令和4年度の実績については、R5年2月末現在の実績である。

目標値 30.00 30.00

実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源

市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

0

8,743 8,762 9,538

2,9362,5302,736

00506

人件費計

0 0 0

1,148 1,121 1,726

103,192 103,261

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

元気・健康づくりプロジェクト

事務事業の
概要

個別がん検診は、東入間医師会への委託により2市1町実施医療機関で受診可能。個別検診は肺がん・大
腸がん・子宮頸がん・胃がんリスク検診・胃がん（内視鏡検査）・乳がんを実施。
集団検診は業者委託により、胃がん（バリウム）・乳がん・前立腺がんを実施。

令和4年度事務事業評価シート

事務事業名 各種がん検診事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施策 14　保健・医療体制　－生涯にわたる保健活動の充実と地域医療体制の充実を目指します－

事務事業期間 平成17年度～ 評価日 令和5年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

健康増進法、がん対策基本法、ふじみ野市健康診査実施要綱、ふじみ野市新たなステージに入ったがん
検診の総合支援事業実施要綱

予算費目 一般会計　04衛生費　01保健衛生費　02予防費

所管部課 こども・元気健康部　保健センター 評価責任者 三原　加奈

0

1.17

0.00

令和4年度の
主な取組

①新型コロナウイルス感染症予防対策を講じ、集団検診の定員の削減や受付時間を延長することで希望
者に受診機会を提供した。
②個別がん検診は実施期間が6月１日から11月30日（胃がん検診（胃内視鏡検査）5月1日～10月31日）ま
で。
③受診率向上対策として無料クーポンの送付や個別通知による受診勧奨を実施。

【支出】

11,985 11,292 12,474

令和3年度 実績 令和4年度 実績 令和5年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

がんの早期発見、早期治療により、がん死亡を減少していくこと。がんに対する知識の普及及び意識の
向上。

事務事業の
経緯

平成17年より各市町でがん検診（肺がん・大腸がん・乳がん・子宮頸がん・胃がん）を実施している。
平成20年に老人保健法が廃止されて以降は、健康増進法およびがん対策基本法に基づき実施。平成24年
より市の独自事業での胃がんリスク検診を開始。平成30年度より胃がん内視鏡検診開始。
令和元年度より乳がん個別検診開始。

人
件
費

2,096 2,106 2,717

0

124,101

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

3,229 3,355 5,564

支出合計 118,914 118,605 143,646

0 0 0

0 0 0

0 0

963 1,004 1,281

県支出金 0 0 0

その他 171 199 207

117,780 117,402 142,158

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

1,030 1,029 1,230

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

1.20

1.16

0.00

1.10

1.16

0.10

1.10



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

成果

指標

３

成果

中長期的方向性

継続

理由

がんは国民の死亡原因の第一位であることから、がんを早期発見し・早期に治療することによりがんに
よる死亡を減少させることは、市民において疾病負担の軽減や健康寿命の延伸にもつながることから必
要性は高いため継続とする。今後も受診率の向上をめざして東入間医師会と連携し事業を推進していく
とともに、ホームページやがん検診の個別勧奨通知などによる検診受診の啓発を行っていく。

人

年度 令和3年度 令和4年度

説明

指標

１

20.24

令和4年度 令和5年度

指標名 乳がん検診クーポン送付者の受診者数

単位 人

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 760 800 800

実績値 776 858

乳がん検診クーポン送付者（41歳、46歳、51歳、56歳の女性）が検診を受診した人数を活動指標とす
る。受診率目標を23％に対し、実績は25.5％となり目標値を達成した。（令和4年度の対象者は3,361
人）。引き続き、受診勧奨に努める。

令和5年度

目標値 1,100 1,100 1,100

指標名 胃がん検診（内視鏡検査）の受診者数

単位

実績値 792 899

説明

20.10

説明

25.00

事務事業の
実施内容・効果

1　実施期間：個別検診：令和4年5月1日　～　11月30日
　　　　　　　集団検診：令和4年7月5日　～ 令和5年2月19日
2　検診実績　肺がん検診　　　　　　　　対象者71,430人　受診者11,550人　　受診率16.2％
　　　　　　　大腸がん検診　　　　　　　対象者71,430人　受診者 9,632人　　受診率13.5％
　　　　　　　子宮頸がん検診（妊婦含む）対象者48,535人　受診者 3,360人　　受診率13.8％※
　　　　　　　胃がん検診（バリウム）　　対象者71,430人　受診者 　347人　　受診率0.5％
　　　　　　　胃がん検診（内視鏡）　　　対象者54,265人　受診者 　899人　　受診率3.1％※
　　　　　　　乳がん検診（集団・個別）　対象者42,666人　受診者 2,052人　　受診率9.6％※
　　　　　　　前立腺がん　　　　　　　　対象者25,835人　受診者　 399人　　受診率1.5％
　　　　　　　胃がんリスク検診　　　　　対象者1,473人　 受診者　 208人　　受診率14.1％
　　　　　　　（※印の受診率は国の算出方法による）
　　　　　　　5がん（肺・大腸・子宮・乳・胃）平均受診率11.23％（対象者変更前受診率20.1％）
　　　　　　　集団：胃がん検診は5回、乳がん検診は24回。前立腺がん検診は2回実施。
3　クーポン　子宮頸がんクーポン（21歳になる人）と乳がんクーポン（41,46,51,56歳になる人）を
　　　　　　　対象者へ送付。乳・子宮頸がんは自己負担金が無料となる。
4　精密検査受診勧奨：
　　　　　　　大腸がん・乳がん・胃がん・子宮頸がん検診の精密検査対象者に対し、受診勧奨を
　　　　　　　実施。大腸がんにおいては精検対象者641名全員に通知を送付、
　　　　　　　その後電話による受診勧奨を実施（641名中、把握できたものは314名）
5　保育ボランティア実績　　乳がん検診時に8回実施、利用者36人
6　周知啓発　はがき等通知　胃内視鏡　9,396通、子宮頸がん　9,561通、胃がんリスク　1,466通。

指標名 がん検診受診率（平均受診率）

単位 ％

年度 令和3年度

継続

来年度の方向性

ふじみ野市将来構想に掲げている指標を基準としている。対象者数は対象年齢人口である。指針に基づ
く検診（肺がん・大腸がん・子宮頸がん・乳がん・胃がん）の受診率の平均値。新型コロナウイルス感
染症の影響もあり、受診率が低下している。

受診率向上をめざす胃がん検診（内視鏡検査）の受診者数を成果指標とする。令和２年度以降受診者数
は増加傾向である。対象者に検診の受診勧奨通知を行うなど受診率向上に引き続き取り組む。

目標値 24.00 24.50

実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源

市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

0

55,636 54,959 48,722

1,2801,9501,280

000

人件費計

0 0 0

16,169 14,033 2,526

703,966 368,833

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

事務事業の
概要

平成21年度新型インフルエンザが流行したことにより、感染症対策物品の管理を開始。
感染症の予防及び拡大を防ぐための啓発活動の実施。感染症拡大防止のための物品の管理。
平成26年度から新型インフルエンザ等通信訓練を実施。
令和3年3月から新型コロナワクチン接種サポートセンターを開設。令和3年5月から市内医療機関で新型
コロナウイルスワクチン接種開始。
令和4年1月から新型コロナウイルス感染症の自宅療養者に係る連携事業覚書締結に基づき新型コロナ自
宅療養者に食料品の支援開始。

令和4年度事務事業評価シート

事務事業名 感染症対策事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施策 14　保健・医療体制　－生涯にわたる保健活動の充実と地域医療体制の充実を目指します－

事務事業期間 平成17年度～ 評価日 令和5年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律、ふじみ野市新型インフルエンザ等対策行動
計画 、新型インフルエンザ等対策行動計画に基づく業務継続計画、地域防災計画

予算費目 一般会計　04衛生費　01保健衛生費　02予防費

所管部課 こども・元気健康部　保健センター 評価責任者 三原　加奈

0

1.00

0.00

令和4年度の
主な取組

国内での新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、感染予防対策や相談窓口に関する情報発信
（ホームページ・市報・ポスター等）、感染対策用備蓄品の購入等を行った。
新型コロナウイルスワクチン接種は令和3年度に引き続き、市医師会の協力のもと個別医療機関での接種
及び集団接種を実施した。また接種の内容は国の方針に基づき、追加接種（4回目接種）、オミクロン株
対応ワクチン接種、乳幼児（生後6か月から4歳）に対する初回接種が実施できるよう接種体制を整え
た。
新型コロナウイルス感染症の自宅療養者に係る連携事業覚書締結に基づき新型コロナ自宅療養者に食料
品の支援開始。

【支出】

56,916 56,909 50,002

令和3年度 実績 令和4年度 実績 令和5年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

感染症の予防及び感染の拡大を防ぐ。

事務事業の
経緯

感染症予防対策として、平成25年新型インフルエンザ特措法8条第1項に基づき「ふじみ野市新型インフ
ルエンザ等対策行動計画」作成。平成29年ふじみ野市業務継続計画（ＢＣＰ）【新型インフルエンザ等
編】策定。令和2年新型コロナウイルス感染拡大に伴い、感染症対策物品購入、子ども・妊婦へのインフ
ルエンザ任意予防接種の助成実施。令和3年新型コロナウイルスワクチン接種開始。

人
件
費

1,006 1,640 3,909

0

6,362

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

65,062 49,731 1,701

支出合計 847,873 493,090 63,220

50 0 0

0 0 0

5,984 3,894

388,152 0 0

県支出金 0 0 0

その他 0 3 23

459,721 493,087 63,197

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

4,019 4,321 547

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

6.13

0.95

0.00

6.90

0.59

0.00

7.00



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

指標

３

中長期的方向性

継続

理由

令和５年度においても国の方針に基づき、引き続き市医師会との連携の下、ワクチン接種体制を構築す
るとともに、国が発信するワクチンの情報（効果、安全性、リスク等）を周知し、ワクチン接種の取り
組みを進めていく。

年度 令和3年度 令和4年度

説明

指標

１

令和4年度 令和5年度

指標名 感染症物品の適正な管理（物品の使用期限の管理入れ替え）

単位 ％

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100

感染症が拡大した場合、適切な対応が必要なことから、感染症のまん延を予防するため、備蓄品等の管
理を徹底することを活動指標とする。

令和5年度

目標値

指標名

単位

実績値

説明

説明

事務事業の
実施内容・効果

＜主な実施内容＞
①物品管理：感染対策に必要な手指消毒剤、マスク等の物品を購入し適正な管理を行った。備蓄用手指
消毒薬は期限が切れる前に、市公立保育園等に配布した（ローリングストック）。
②新型コロナワクチン接種：令和4年4月より12～17歳の3回目接種開始。令和4年5月より60歳以上の人、
基礎疾患等がある人の4回目接種開始。令和4年7月より医療従事者・介護施設従事者等が4回目接種者と
して対象者拡大。令和4年9月より小児（5～11歳）の追加接種・12歳以上のオミクロン株対応ワクチンで
の追加接種が開始。令和4年10月より乳幼児（生後6か月～4歳）の初回接種が開始。令和5年3月より小児
（5～11歳）のオミクロン株ワクチンでの追加接種を開始。
③啓発事業：新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、感染症対策や相談窓口、ワクチン接種に関
する情報をホームページ・市報等で速やかに発信した。その他の感染症情報についても、市報やホーム
ページ等で市民に速やか伝えられるよう努めた。
④自宅療養者に係る埼玉県との連携事業：新型コロナウイルス感染症の自宅療養者のうち、希望する人
へ食料品の支援及びパルスオキシメーターの配送を実施した。県との連携事業は令和4年11月3日をもっ
て終了したが、連携事業終了後も市独自事業として自宅療養者へ食料品支援を継続した。
⑤その他：新型コロナワクチン接種サポートセンターやワクチン接種予約受付システムを活用し、集団
接種及び個別接種ともに円滑な予約に努めた。

＜事務事業の効果＞
　備蓄品の使用及び補充を適正に行い、新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に努めた。
また、新型コロナワクチン接種に関しては、国の方針の下、接種対象者や回数が拡充する中で、市医師
会と連携を図りワクチン接種の体制を構築し、個別接種・集団接種ともに安全かつ円滑に接種を進める
ことがができた。

指標名

単位

年度 令和3年度

継続

来年度の方向性

目標値

実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源

市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

0

795 797 795

000

000

人件費計

0 0 0

14 14 14

699 264

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

事務事業の
概要

・医療券（未熟児医療費公費負担）の申請及び交付
・審査支払い機関への扶助費・手数料支払事務
・一部自己負担金徴収事務
・国、県への報告
・補助金申請、実績報告書作成事務（負担割合　国1/2、県1/4）
・退院後の母子訪問指導

令和4年度事務事業評価シート

事務事業名 未熟児養育医療事業
前年度の方向性

拡充

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施策 14　保健・医療体制　－生涯にわたる保健活動の充実と地域医療体制の充実を目指します－

事務事業期間 平成25年4月～ 評価日 令和5年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

母子保健法　第20条（養育医療の給付）

予算費目 一般会計　04衛生費　01保健衛生費　02予防費

所管部課 こども・元気健康部　保健センター 評価責任者 三原　加奈

0

0.00

0.00

令和4年度の
主な取組

養育医療に係る医療費は、全医療費10割のうち8割が保険者負担、2割が本人負担となっている。この2割
の自己負担分が公費負担となり、国1/2・県1/4・市1/4の割合で負担している。
養育医療にかかる費用は自己負担金が生じるが、保護者の経済的負担を軽減するため、養育医療を給付
し、併せてふじみ野市こども医療費等を充当することで自己負担金が生じない仕組みになっている。ま
た、充当等の事務手続きも保護者の負担にならないよう、同意をもらい保健センターが委任を受けて手
続きを行っている。
児の入院中は医療機関と連携し保護者のフォローに当たり、退院後も母子の支援を行った。

【支出】

795 797 795

令和3年度 実績 令和4年度 実績 令和5年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

身体機能が未熟なまま生まれ入院治療を要する児に対し、その治療に必要な医療費を市が負担する。
・児の入院中及び退院後は訪問指導を行い、未熟児及び母親に対して保健指導を行う。

事務事業の
経緯

「第二次一括法」による基礎自治体への権限移譲により、平成25年4月1日に埼玉県から全て市町村へ移
譲された。これにより、申請受付から退院後の訪問指導まで、すべてを市において行うこととなった。

人
件
費

0 0 0

0

264

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

71 209 27

支出合計 16,794 13,201 10,394

0 0 0

15,215 11,917 9,294

0 0

4,212 2,097 3,252

県支出金 2,106 1,048 1,626

その他 4,280 2,243 1,460

6,196 7,813 4,056

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

54 68 35

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

0.10

0.00

0.00

0.10

0.00

0.00

0.10



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

活動

指標

３

中長期的方向性

拡充

理由

入院治療にかかる医療費の給付により保護者の経済的負担、また退院後に保健師等の専門職の訪問によ
り育児不安等の心的負担を軽減することが目的であるため、今後も法に基づき、対象となる児に対し
て、未熟児養育医療の適正かつ迅速な対応を行っていく必要があることから継続とする。

年度 令和3年度 令和4年度

説明

指標

１

100

令和4年度 令和5年度

指標名 養育医療承認及び給付者数

単位 人

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 25 25 25

実績値 30 26

養育医療の給付により、必要な医療を受けるための保護者の経済的負担を軽減し、母子保健の向上と福
祉の増進を図るため、給付者を活動指標とする。

令和5年度

目標値

指標名

単位

実績値

説明

100

説明

100

事務事業の
実施内容・効果

養育医療に係る医療費は、全医療費10割のうち8割が保険者負担、2割が本人負担となっている。この2割
の自己負担分が公費負担となり、国1/2・県1/4・市1/4の割合で負担している。令和4年度は26件の養育
医療給付申請があり、全26人に医療券を交付した。
養育医療にかかる費用は自己負担金が生じるが、保護者の経済的負担を軽減するため、養育医療を給付
し、併せてふじみ野市こども医療費（または重度心身障害者医療費・ひとり親家庭等医療費）を充当す
ることで自己負担金が生じない仕組みになっている。
また、充当等の事務手続きも保護者の負担にならないよう、同意をもらい保健センターが委任を受けて
手続きを行っている。
その後は、児の入院状況に合わせて医療機関と連携し、保護者のフォローに当たった。また、全26人の
養育医療給付者に対して、訪問や電話等による育児相談なども継続的に行った。
出生届から始まる諸手続き後の申請手続きになるため、保護者の負担が大きく、また未熟児であること
により保護者の育児不安は想像以上に大きい。そこで、電話等による事前説明や、ホームページでの案
内、申請書のダウンロード、こども医療窓口での案内パンフレットの配布を行い、来所回数をできるだ
け少なくするように努めた。また、出生後2週間以内が申請期限となっているため、不足書類があった場
合は後日郵送での提出も可とし、保護者の負担軽減に努めた。

また、令和元年12月27日付の厚生労働省通知により未熟児養育医療の費用徴収について、所得税額では
なく市町村民税所得割額に応じて認定するよう改正が行われたので、令和2年7月より市の税情報や情報
連携を使用することで提出書類を減らすなど申請者の負担を軽減した。

効果としては、保護者の経済的負担を軽減し、早期介入することにより保護者の不安を取り除きなが
ら、児の健やかな成長を支援することができた。

指標名 未熟児養育訪問指導実施率

単位 ％

年度 令和3年度

拡充

来年度の方向性

未熟児と保護者に対し適切な保健指導を行うことで、育児不安や負担感を把握し児の健やかな成長を支
援するため、未熟児療養指導を活動指標とする。

目標値 100 100

実績値



１．事務事業の概要

２．事務事業費・人件費 （単位：千円）

事
業
費

その他事業費※

扶助費

負担金、補助及び交付金

工事請負費

使用料及び賃借料

委託料

需用費

賃金※

報酬※

財源
内訳

特
定
財
源

国庫支出金

一般財源

市民１人あたりの負担コスト(単位：円)

0

2,782 1,992 2,782

000

000

人件費計

0 0 0

0 0 0

0 0

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

従事人数(人)

人件費

正規職員

再任用職員

会計年度任用職員※

事務事業の
概要

初期救急医療の体制の充実、二次救急医療体制の整備及び本市地域医療の充実を図ることを目的とし
て、補助金の交付を行う。
①第二次救急医療病院群輪番制負担金②第二次小児救急医療支援事業負担金③休日急患診療所小児時間
外救急診療所等運営費補助金④在宅当番医制運営事業費補助金⑤ふじみ野市医師会補助金⑥ふじみ野市
歯科医師会補助金⑦病診連携推進事業補助金

令和4年度事務事業評価シート

事務事業名 救急・地域医療支援事業
前年度の方向性

継続

施策
体系

分野 04　健康・保険 ～元気・健康の好循環が生まれるまち～

施策 14　保健・医療体制　－生涯にわたる保健活動の充実と地域医療体制の充実を目指します－

事務事業期間 平成17年度～ 評価日 令和5年6月1日

個別計画
根拠法令・条例等

川越地区第二次救急医療対策事業実施要綱、川越地区病院群輪番制病院運営費等補助に関する協定書、
医療団体・休日急患診療所運営補助金交付要綱、ふじみ野市補助金交付規則等

予算費目 一般会計　04衛生費　01保健衛生費　02予防費

所管部課 こども・元気健康部　保健センター 評価責任者 三原　加奈

0

0.00

0.00

令和4年度の
主な取組

令和3年度に引き続き、初期救急医療の体制の充実、二次救急医療体制の整備及び本市地域医療の充実を
図ることを目的として、適正な補助金の交付に努めた。。
◆川越地区3市2町(ふじみ野市、川越市、富士見市、三芳町、川島町)第二次救急医療病院群輪番制負担
金◆朝霞地区6市1町(ふじみ野市、富士見市、三芳町、朝霞市、和光市、志木市、新座市)第二次小児救
急医療支援事業負担金◆東入間医師会2市1町(ふじみ野市、富士見市、三芳町)○休日急患診療所小児時
間外救急診療所等運営費補助金○在宅当番医制運営事業費補助金○病診連携推進事業補助金◆ふじみ野
市医師会(ふじみ野市)ふじみ野市医師会補助金◆ふじみ野市歯科医師会(ふじみ野市)ふじみ野市歯科医
師会補助金

【支出】

2,782 1,992 2,782

令和3年度 実績 令和4年度 実績 令和5年度 当初予算

事
務
事
業
の
内
容

事務事業の
目的

休日や夜間において、急な病気やけがの際に、適切な医療が受けられるよう、東入間医師会や医療機関
と連携し、初期救急医療の体制の充実及び二次救急医療体制の整備を図ることを目的としている。ま
た、円滑に保健事業を進めるため、医師会・歯科医師会の地域医療活動等の取組に対して補助金を交付
し、本市地域医療の充実を図ることを目的としている。

事務事業の
経緯

平成30年度より「救急医療支援事業」と「地域医療連携推進事業」を「救急・地域医療支援事業」とし
て統合し、救急医療及び地域医療の運営等に対する補助を行う。

人
件
費

0 0 0

0

0

0

使用料・手数料 0 0 0

分担金・負担金 0 0 0

0 0 0

支出合計 17,116 17,107 28,364

14,334 15,115 25,582

0 0 0

0 0

0 0 0

県支出金 0 0 0

その他 3,280 3,615 3,614

13,836 13,492 24,750

地方債 0 0 0

基金 0 0 0

※千円未満を四捨五入しているため、合計が合わない箇所があります。

121 118 214

※報酬、賃金、その他事業費には、会計年度任用職員の人件費も含まれています。

重点プロジェクト

0.35

0.00

0.00

0.25

0.00

0.00

0.35



３．事務事業の指標と実績

４．事務事業の実施内容・効果

５．今後の方向性

活動

指標

２

活動

指標

３

活動

中長期的方向性

継続

理由

市民にとって安心、安全な暮らしを守るためにも、市民が必要とする医療が円滑に受けられるよう、引
き続き東入間医師会、ふじみ野市医師会、ふじみ野市歯科医師会との連携をより一層強化し、地域医療
体制を充実させていくことが必要であることから、継続とする。

人

年度 令和3年度 令和4年度

説明

指標

１

242

令和4年度 令和5年度

指標名 休日急患及び小児時間外救急診療所の診療日数

単位 日

年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

目標値 362 362 362

実績値 70 70

休日及び平日夜間の、市民の急な病気やけがの際に、適切な医療措置を行うための休日急患及び小児時
間外救急診療所の診療延べ日数を指標とする。
※東入間医師会からの申出により、小児時間外救急診療所を令和2年8月17日から休診、休日急患診療所
(夜間)を令和3年2月から休診したことにより、実績値が下がっている。

令和5年度

目標値 289 241 241

指標名 医師、歯科医師の市保健事業への協力

単位

実績値 239 240

説明

636

説明

220

事務事業の
実施内容・効果

○平成29年度の第二休日急患診療所の閉鎖に伴い、「休日急患診療所運営費補助金」及び「小児時間外
救急診療所補助金」について統合。新たに2市1町による負担割合等を定め、休日急患診療所の運営に対
する補助のあり方を見直し、初期救急医療体制の整備を図った。（休日急患診療所小児時間外救急診療
所等運営費補助金）

○休日及び夜間における救急患者を受け入れる病院を確保するため、第二次救急医療体制の整備を図
り、第二次救急医療機関に対し補助を行った。（第二次救急医療病院群輪番制負担金、第二次小児救急
医療支援事業負担金）

○東入間医師会、ふじみ野市医師会、ふじみ野市歯科医師会との連携を強化し、地域医療の充実、発達
のため補助を行った。（在宅当番医制運営事業費補助金、ふじみ野市医師会補助金、ふじみ野市歯科医
師会補助金、病診連携推進事業補助金）

○各種検（健）診、予防接種をはじめ、保健事業等を円滑に進めていくため、医師会・歯科医師会と保
健事業調整会議を実施し、調整を図った。

指標名 休日急患診療所及び小児時間外救急診療所におけるふじみ野市民の患者数

単位 人

年度 令和3年度

継続

来年度の方向性

休日急患診療所及び小児時間外救急診療所がふじみ野市民にどの程度利用されているかを指標とする。
※東入間医師会からの申出により、小児時間外救急診療所を令和2年8月17日から休診、休日急患診療所
(夜間)を令和3年2月から休診したことにより、令和2、3年度は患者数の実績値が大幅に下がっていた
が、令和4年度は前年度に比べ患者数の増加が見られた。

市保健事業や乳幼児健診を円滑に行うための医師の協力者数（内科医+歯科医）
※新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止のため、協力事業の中止が相次いだため、実績値が下がっ
ている。

目標値 220 220

実績値


